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財団法人 健康づくり振興財団

『第1次国民健康づくり対策』
の普及・啓発のために
昭和５３年５月１日に設立

社団法人 国民健康つくり運動協会

1964年東京オリンピックがきっかけ
『国民の健康・体力増強対策』の体力つくり国民運動
を実行するために昭和４０年３月２４日に設立

昭和５６年６月１日に合併

財団法人 健康・体力づくり事業財団

公益財団法人 健康・体力づくり事業財団

平成２４年４月１日から

スポーツ・運動を通した健康・体力づくりの普及・啓発
■情報提供・実践による啓発 ■調査研究

健康寿命の延伸
■健康運動指導士・健康運動実践指導者
の養成



健康運動指導士
健康運動実践指導者

カリキュラム 健康運動
指導士

健康運動
実践指導者

健康管理概論 〇
健康づくり施策概論 〇 〇
生活習慣病（ＮＣＤｓ） 〇
運動生理学 〇 〇
機能解剖とバイオメカニクス 〇 〇
健康づくり運動の理論 〇 〇
運動障害と予防 〇 〇
体力測定と評価 〇 〇
健康づくり運動の実際 〇 〇
救急処置 〇 〇
運動プログラムの実際 〇
運動負荷試験 〇
運動行動変容の理論と実際 〇
運動とこころの健康増進 〇
栄養摂取と運動 〇 〇
運動指導の心理学的基礎 〇

医療・介護と運動をつなぐ

健康運動指導士
医学的基礎知識を修めコメ
ディカルとともにハイリスク
者の運動処方・指導も可能

健康運動実践指導者
運動・健康づくりに関する体系的
な知識とともに集団指導のノウハ
ウを修め、楽しく効果的な指導を
実践

令和7年12月1日現在



第４期スポーツ基本計画における
健康・体力づくり事業財団からの要望

スポーツ・運動・身体活動に関する専門職の登用
地域における介護予防への筋トレの活用

スポーツ非実施者をスポーツ開始へ促し

高齢者やハイリスク者にも安全で楽しく継続できる質の高い運動指導を



総合型地域スポーツクラブに、高齢者やハイリスク者でも安全・安心して楽しく
スポーツ・運動を行える専門の指導者を配置する。また、介護予防を目的とした
筋力や身体機能を高める運動プログラムを継続的・効果的に行える拠点を構築し、
地域包括ケアシステムとの連携を図る。

運動・身体活動増加のための３つの提案

市区町村スポーツ担当部署にスポーツ・運動の専門職を配置する。それにより、
総合型地域スポーツクラブ、スポーツ推進委員等との連携を図るとともに、ス
ポーツインライフを促す環境（制度、街づくり等）づくりの長期ビジョンを構築
する。

運動指導者を通じて、運動・スポーツによって得られる効果や価値を訴求し、と
りわけ働き世代や女性の運動実施率の向上を目指す。
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高齢化に伴い

ハイリスク者が増加している

厚生労働省「身体障害児・者実態調査（～平成18年）、
「生活のしづらさなどに関する調査」（平成23年～）
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障害の種類別にみた身体障害者数の推移

障害種別不詳

内部障害

肢体不自由

聴覚・言語障害

視覚障害

厚生労働省「国民健康・栄養調査」令和5年

糖尿病が強く疑われる者の割合（20歳以上）

34.6 
51.1 

72.8 
89.7 

95.7 
98.4 

65.4 
48.9 

27.2 
10.3 

4.3 
1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

70歳以上
60-69歳
50-59歳
40-49歳
30-39歳
20-29歳

飲んでいない 1つ以上定期的に飲んでいる

服薬状況（20歳以上）

16.8 

0.0 
3.4 

6.3 
11.1 

15.7 

26.2 

8.9 

0.0 1.0 
4.8 6.2 

10.1 
13.7 

0.0
5.0

10.0
15.0
20.0
25.0
30.0

総数 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上

男性 女性

割
合
（
％
）

厚生労働省「国民健康・栄養調査」令和元年



高齢化の進展に伴い要介護者が増大

介護が必要になった人の8割は身体活動・運動により予防が可能
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内閣府「令和6年版高齢社会白書」
厚生労働省「国民生活基礎調査」令和4年

16.6 13.2 13.9 10.2 16.1 5.12.722.9 17.3

認知症 高齢による衰弱
骨折・転倒 関節疾患
脳血管疾患（脳卒中） 心疾患（心臓病）
悪性新生物（がん） 呼吸器疾患
糖尿病 その他

認知症・骨折・転倒等
53.9%

生活習慣病
28.8%



要介護にいたる疾病モデルとフレイルモデル



健康づくりのための身体活動・運動ガイド2023（厚生労働省）

筋力トレーニングと座位行動に着目



WHOの身体活動・座位行動ガイドラインではすでに導入
筋トレのエビデンス

筋トレをしている人は、しない人より
死亡リスクが15％低くなる



43都道府県・156クラブで
モデル事業

NPOまほろば
クラブ南国

コミュニ
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ター

高知県南国市
高齢者健康増進事業

体育館

公民館

貯筋
ステーション貯筋サテ

ライト

貯筋サテ
ライト

委託

地域における健康・体力づくり、介護予防の拠点づくり
貯筋運動＆総合型地域スポーツクラブ＆健康運動指導士等

健康・体力づくり事業財団
「「貯筋運動」による地域の介護予防事業に資する調査研究」2021

貯筋運動ステーションモデル事業実施後のクラブに
おける自治体の介護予防事業への参画・協力状況



平成26年6月18日医療介護総合確保推進法
（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律）

総合型地域スポーツクラブ＋スポーツ指導者・健康運動指導士等

地域包括ケアシステムへの参画



補足資料①WHO身体活動・座位行動ガイドライン
2020
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